










































































の枠内に、「地域実践演習（Active Learning on local 
community）」が新たに開講することとなった。この
科目は、CR副専攻の中核をなす科目の一つであり、
CR副専攻の中では、「多様な地域・社会が抱えている
問題・課題を知る」ための科目として位置づけられて
いる。また、「地域実践演習」を全学共通教育科目に
位置づけることで、本学の広く多くの学生に対し、大
阪をはじめとする地域が抱える課題について知る機会
を与えることを狙いとするだけでなく、CR副専攻と
いう形でより深い形での地域志向教育へと学生を誘導
する役割を持つものでもある。
1.2．「地域実践演習」の在り方と検討事項
「地域実践演習」は、初年次のみを対象とした科目
であり、教員と学生が大阪をはじめとする地方・地域
に入り、地域活性や防災などの観点から、地域が抱え
る様々な問題を考察することを活動の中核とした、体
験型・アクティブラーニング形式の授業である。アク
ティブラーニングとは、学生が教員の教授のもと知識・
スキルを獲得するような「受動的な」学修とは異なり、
学生自身の「能動的な」学修を行わせる仕組みを伴っ
た授業形態を表すものであり、初年次からこうしたア
クティブラーニングの手法を取り入れた科目を導入す
ることについては、学生を知識蓄積型の学修態度から、
大学における主体的な学修態度へと転換させやすいと
いう利点があることが指摘されている（山田，2012）。
こうしたことからも、本学における「地域実践演習」
は、大阪という地域に根差した大学にて学ぶ学生たち
が、地域の抱える問題を自分の問題として認識し、地
域とつながる存在であることを自ら確認する機会を与
えつつも、同時に本学での主体的な学びへと転換させ
る、重要な役割を持つ授業と位置づけることができる
だろう。
一方で、こうしたアクティブラーニング形式の授業
においては、その授業での学生の成果を、成績などの
形でどのように把握するのかという、評価の問題が取
り上げられることがある。非アクティブラーニング形
式の授業では、教員が主導となり、学生が学ぶべき知
識・スキルなどの水準、到達目標を設定することで、
学生が授業を通じて何を学んだかを把握することが、
比較的容易であると考えられる。一方で、アクティブ
ラーニング形式の授業では、学生自身が主体となって
知識やスキルを探索・学修していくことに重点が置か
れているため、あらかじめ教員が授業での到達目標と
して想定していた知識やスキルなどの水準・到達目標
に対し学生が一定の水準でそれらを獲得しているかを
把握するだけではなく、教員が到達目標としては想定
していなかったが、学生が別途獲得した知識やスキル
などをどう扱っていくかも、評価のポイントとなるだ
ろう。また「地域実践演習」は、CR副専攻という新
規の教育プログラムの枠組みの中で運営されることか
ら、科目単独での教育目的を達成するだけでなく、プ
ログラムの中でどのような位置づけとして、どのよう
な教育効果を持つかをも、並行して検討していく必要
がある。
本稿では、本学での「地域実践演習」について、そ
の科目の評価に関する調査を通して、科目単一の教育
成果の把握だけでなく、CR副専攻全体での科目の評
価の仕方について議論・考察できる点を整理していく
ことを目的とする。
2．方法
2.1．調査概要
調査は、H26年度に本学で前期に開講された「地域
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実践演習」2講座（講座①「住之江・住吉・西成にお
けるいのちを守る都市づくり実践」、講座②「紀伊半
島新宮市における地域再興。ニューツーリズムの学
修」）のうちいずれかを受講した学生を対象に実施さ
れた。調査は無記名式であったが、回答者に追跡調査
への協力意思がある場合には、個人を識別できる学籍
番号の記入を別途求めるような形式となっていた。な
お回答の方法は調査用紙への記入、もしくは電子ファ
イルへの入力のいずれかが選択できるようになってい
た。調査は、「地域実践演習」開始前（調査 A ）、お
よび「地域実践演習」終了後（調査 B ）の 2 回に分
けて行われ、回答者にはそれぞれ「「地域実践演習」
受講に際しての受講動機や期待感」（調査 A ）、「「地
域実践演習」受講終了時点において思うことや感じる
こと」（調査 B ）の観点から、回答するよう求めた。
また本調査とは別に、「地域実践演習」担当教員 2 名
に対し、事後的に学生の受講の様子、活動時の様子に
関する聞き取り調査を行った。
2.2．調査で回答を求めた質問内容
調査 A 、調査 B それぞれに共通する質問内容と
して、 8 つの質問項目が設定されていた。これら 8 項
目については、多肢選択式の形式をとっていた
（表 1 ）。 8 項目がたずねる知識・スキル・態度等につ
いて、調査 A では授業の受講を通じて得たい、習得
したいかどうかという観点から、調査Bでは、受講を
通じて得た、習得したかどうかという観点から、 5 つ
の選択肢のうち回答者に当てはまるものを 1 つだけ選
ばせるもの（ 1 ：全くあてはまらない ― 5 ：強くあて
はまる）であった。なお 8 項目のうち、項目 1 「地域
が抱える問題についての、知識を得る」については、
地域志向教育プログラムCR副専攻が想定する「地域
実践演習」の位置づけ「多様な地域・社会が抱えてい
る問題・課題を知る」であり、項目 3 「地域が抱える
問題について、論理的に考えらえるようになる」、項
目 6 「地域が抱える問題を、他者に広く伝えることが
できるようになる」については、シラバスで明記され
た科目の教育目標に関する項目であった。それ以外の
項目については、地域志向教育プログラムCR副専攻
全体が想定する教育目標に関する項目であった。
表１．本調査共通質問内容
質問 内　　容
項目1 地域が抱える問題についての、知識を得る
項目2
地域が抱える問題を、自発的に発見できる
ようになる
項目3
地域が抱える問題について、論理的に考え
られるようになる
項目4
地域が抱える問題の解決のために、専門知
識に基づいた分析・考察ができるようにな
る
項目5
地域が抱える問題の解決のために、実際に
現場に出て主体的に行動できるようになる
項目6
地域が抱える問題を、他者に広く伝えるこ
とができるようになる
項目7
地域が抱える問題の解決のために、現場の
実践者と協働することができるようになる
項目8
本演習に限らず、地域社会と積極的に関わ
れるようになる
多肢選択式質問の他、調査 A では「地域実践演習
に参加することへの期待」というテーマで、300－500
時の事前レポートの提出が求められていた。また調
査 B では、先述の 8 項目とは別に、「授業を通じて回
答者自身が得たと思うこと、授業の中で良かったと思
えること」「授業で，「不要だった」と思えること，「良
くなかった」と思えること」それぞれについて自由記
述形式で回答するよう求められていた。
2.3．調査回答者
調査は、先述の通り、H26年度に本学で前期に開講
された「地域実践演習」 2 講座のうちいずれかを受講
した学生20名（講座①： 7 名，講座②：13名）を対象
に実施された。なお、 2 講座を同時受講することは不
可能であるため、両授業の受講生数に重複はなかった。
以下の分析については、本調査のうち調査 A および
調査 B の両方に回答し、なおかつ学籍番号の記載の
あった18名を対象とした。
3．結果と考察
3.1．分析対象となるデータ
本稿では、「調査 A ・調査 B の比較からみた、「地
域実践演習」受講を通じた受講生の学修意識の変化」、
「聞き取り調査からみた、受講生の学修成果」の 2 つ
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調査 A および調査 B での 8 つの質問項目について
選ばれた選択肢について、それぞれ 1 点（全くあては
まらない）から 5 点（強くあてはまる）の得点として
処理を行った。その上で、調査 A では受講を通じ各
項目を習得することへの期待度、調査 B では受講生
内観に基づく各項目の習得度を平均値としてあらわし
た（図 1 ）。
を中心に論じていくこととする。それらを踏まえて、
これらデータから読み取れる、本学の地域志向教育プ
ログラム内での「地域実践演習」の評価をどう設計し
ていくかについて、議論していくこととする。
3.2．「地域実践演習」受講を通じた受講生の学修意識
の変化
 8 項目それぞれに対し、対応のあるt検定［3］を行っ
たところ、項目 1 と項目 2 については、調査 A と調
査 B との間の得点に有意差が見られなかった（ts（17）
=.32，1.32，n.s.）。このことから、受講生は事前の期
待と同程度の水準で、「地域が抱える問題についての
知識を得る」ことができ、同時に「地域が抱える問題
を自発的に発見できるようになった」と感じているこ
とがわかった。一方で、項目 3 から 7 については有意
差が見られ、調査 A での選択に比べ、調査 B での得
点は低くなっていることが分かった（ts（17）= 2.75, 
3.29, 3.83, 3.59, 6.18）。また項目 8 については有意傾向
となったが、同様に調査 A での選択に比べ調査Bでの
選択の方が、低くなっていた（t（17）=1.84）。
調査 A と調査 B では、「得たい、習得したいかどう
か」という学生の学修意欲の観点と「得た、習得した
かどうか」という学生の学修成果の観点といった異な
る視点での比較ではあるため、両者の得点が異なるの
は不思議なことではない。特に、前者が事前情報しか
受け取っていない受講生の期待感や希望を反映してい
るのに対し、後者が実際に授業を受けたことによる実
情の把握や受講生の内省を反映していることを考える
と、前者よりも後者の得点が低くなるのは十分予想可
能なことであると思われる。しかしながら、そうした
条件にもかかわらず、「地域が抱える問題についての
知識を得る」については、調査 A と調査 B で違いが
見られなかったことから、この点が学生自身の主観的
図１．受講を通じた受講生の意識変化
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通じて回答者自身が得たと思うこと、授業の中で良
かったと思えること」の記述には、同様に「多様な人
と知り合うことができた（ 9 件）」「新たな視点や考え
方を発見できた（ 7 件）」といった形で、期待と達成
感が対応する形で学生自身が成果を感じ取っているこ
とからも、推察されよう。
な体験として明確な「成果」として感じ取っていた部
分であるといえよう。このことは、調査Aにおいて同
時に実施した18人分の事前レポートの内容からは、授
業参加への期待として「多様な人と知り合うこと（10
件）」「新たな視野・価値観を見出すこと（ 9 件）」の
記述が見られたが、それに対し、調査 B の「授業を
図２．講座別に見た受講生の意識変化（上：講座①　下：講座②）
＊印は検定の結果有意差が見られた項目にあたる
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域が抱える問題の解決のために、現場の実践者と協働
することができるようになる」については、担当者レ
ベルにおいて「地域実践演習」で達成する目標ではな
いこと、実際に「地域実践演習」の受講者や授業の
構造では、達成できるものではないことが、共通の見
解として報告を受けている。こうした観点からの評価
については、CR副専攻の中での、別の科目や活動で
の目標として掲げられており、CR副専攻プログラム
の全体像の設計において、「地域実践演習」の学修成
果と他の科目・活動での学習成果との関連性・相互作
用を検討していくことが今後の課題となるだろう。そ
の上で、CR副専攻の全体的な目標の達成として、項
目 8 が表すような「本演習に限らず、地域社会と積極
的に関われるようになる」ことが、位置づけられるこ
ととなる。
表２．「地域実践演習」評価基準素案
到達レベル 基準
LV 1
◆　地域において、現場が抱える問題を認
識できている。
LV 2
◆　地域において、現場が抱える問題を認
識できている。
◆　どうしてそうした問題が起きているの
か、その問題が何を意味しているかなど、
論理的に考えることができている。
LV 3
◆　地域において、現場が抱える問題を認
識できている。
◆　どうしてそうした問題が起きているの
か、その問題が何を意味しているかなど、
論理的に考えることができている。
◆　考えた内容を他人と共有することがで
きている。
しかし、こうした担当者からの評価を、複数の講座
が開講される本学における「地域実践演習」内で、ど
のように整合性をとっていくかという問題も残されて
いる。本学の「地域実践演習」については、授業の評
価方法としては、出席、議論、プレゼンテーション、
レポートという形式をとっているが、講座によってそ
れぞれの中から異なるものを組み合わせて評価を行う
こととなっている。担当者間での意見調整も重要な作
業となるが、各形式での基本的な受講生のデータや、
成果物など、目に見える形で情報を評価・集約（例：
出席データの集約、議論の様子の記録、プレゼンテー
ション資料の整理、レポートの電子化）するための手
続きや仕組み作りもまた、今後のCR副専攻制度の確
以上から、これらのことから地域志向教育プログラ
ムCR副専攻が想定する「地域実践演習」の位置づけ
としての、「多様な地域・社会が抱えている問題・課
題を知る」という教育目標については、受講生の内観
データから、他人と知り合うこと、新たな視点や考え
方を発見することという点から、概ね達成できている
といえるだろう。一方で、項目 3 、 6 が反映するよう
なシラバス記載上の具体的な力の習得については、受
講生自身の内観としては、当初の期待通りには習得で
きていないということが見て取れる。こうした一連
の傾向は、「地域実践演習」 2 講座それぞれ別個に分析
した場合においても、概ね類似する傾向として見て取
ることができ（図 2 ）、それぞれの講座での活動内容
が違っていても、授業運営の構造としても、ある程度
の一貫性が保たれていると解釈することもできるだろ
う。
3.3．聞き取り調査からみた、受講生の学修成果
一方で、受講生の主観的な評価に対し、授業担当者
に対する聞き取りからは、違った側面も見えてきてい
る。項目 3 「地域が抱える問題について、論理的に考
えらえるようになる」、項目 6 「地域が抱える問題を、
他者に広く伝えることができるようになる」といっ
た、シラバスに記載した具体的な知識・スキルの習得
については、受講生自身の主観的な観点からは、学修
成果として認められていなかった。しかしながら、こ
れらの項目については、受講生自身が主観的な判断で
は低く見積もるものであるが、授業担当者の視点から
は判断することが可能であるとの報告を受けている。
受講生自身が主観的にも判断できる学修成果を最低限
の到達目標、「項目3：考えることができ」た上で「項
目 6 ：考えた内容を他者に伝える」という目標の順序
関係を仮定した上で、異なるテーマ・内容を学修する
「地域実践演習」受講生を共通の観点から評価する上
で、表 2 のような評価基準を素案として考えることが
できるだろう。
一方で、項目 4 「地域が抱える問題の解決のために、
専門知識に基づいた分析・考察ができるようになる」、
項目 5 「地域が抱える問題の解決のために、実際に現
場に出て主体的に行動できるようになる」、項目 7 「地
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あるだろう。
注
［1］　大阪市立大学，「理念、基本方針」，http://www.osaka-
cu.ac.jp/ja/about/university/mission
［2］　大阪市立大学大学教育研究センター紀要（2014）　全学
FD活動報告『「大阪の再生・賦活と安全・安心の創生を
目指す地域志向教育の実践」キックオフフォーラム実施
記録』
［3］　学習成果を事前・事後の観点から評価する方法として
用いることができる統計手法である。教育分野での解説
書としては、奥村太一著「教育実践データの統計分析：
学校評価とより良い実践のために（共立出版）」が挙げ
られる。
引用文献
山田礼子（2012），『学士課程教育の質保障に向けて：学生調
査と初年次教育から見えてきたもの』，東信堂．
渡邊席子（2014），「OCUグローバル・コミュニケーションコー
ス　2013年度志向の記録」,『大阪市立大学大学教育』，
第11巻，第 2 号，79－86．
立において重要なポイントとなるだろう。
4．問題と今後の展開
以上のように、H26年度前期での「地域実践演習」
の成果について、学生の主観的な判断に基づく評価、
および授業担当者の評価から議論を行った。今後は、
こうした議論をもとに、H26年度後期に開講されてい
る「地域実践演習」受講生について、教員の観点から
評価との対応関係を中心に、本稿「2.3.」での議論を
もとにした評価方法について検討する予定である。
一方で、現時点において、「地域実践演習」の運営
に伴い、いくつかの問題が指摘されている。一つは、
受講生による調査 B での「授業で、「不要だった」と
思えること、「良くなかった」と思えること」の記述
にも散見されているが、受講生の時間的な負担の問題
である。「地域実践演習」は、大阪をはじめとする地
方・地域内での活動が、授業の中核に据えられている
ため、通常の時間割内で授業が完結することがなく、
多くの場合課外時間を使った地域での活動が頻繁に
行われている。こうした課外時間の問題については、
H27年度よりCR副専攻と同時開設予定であるGC副専
攻（Global Communication：グローバルコミュニケー
ション）でも、他の授業時間とのバッティングという
形で指摘されており（渡邊，2014）、今後本学での副
専攻制度全体を設計する上での大きな問題として考え
なければならない。
また、本学の地域志向教育の推進は、COC事業の
助成を受けているが、これは大阪府立大学との共同申
請での採択となっている。大阪府立大学においても、
H26年度より「地域実践演習」という名称の演習形式
の科目が開講されており、本学同様「CR副専攻」と
いう名称での副専攻制度が開設されている。現時点に
おいては、大阪府立大学と本学が独立した形で制度運
用を行っているが、CR副専攻については将来的に両
大学が共同する形での運営が想定されている。制度全
体を共同運営するのか、科目の一部を共同運営するの
かなどの規模の問題はあるが、いずれの場合において
も、大阪府立大学と本学での同名科目における評価の
仕方や、副専攻全体の認定をどう考えていくのか、同
質性をどの程度担保していくのかを考えていく必要が
